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A. 研究目的 
本研究班の全体的な主旨は、日本放射線腫瘍学会

を主とした放射線治療を推進する各学会や日本診療

放射線技師会、日本医学物理士会、日本看護協会と

連携し、各学会を代表する分担研究者をとりまとめ

て研究体制を構築し、均てん化や専門職の偏在など

を討議し、問題点の抽出に努め、施設の連携体制や

機器配置、人材育成等につき提案をとりまとめるこ

とである。 

研究代表者は全体の指示・指導・統括をしている

が、代表者施設でも以下の個別の研究を実施した。

①遠隔放射線治療計画の実施体制調査、②緊急放射

線治療の実態調査、③患者視点での放射線治療提供

体制の調査 
 
B. 研究方法 
遠隔放射線治療計画に関しては、2000年台から

我が国での利用が始まっているが、現時点における

利用実態に関して、施設間連携としての利用、およ

びテレワークとしての利用のそれぞれについてアン

ケート調査を実施した。 

緊急時放射線治療の実際と課題についての調査に

関しては、コロナ禍前の 2019年における緊急照射

（oncologic emergencyに対して依頼を受けたのち

12時間以内に行った放射線治療）について施行の

有無、スタッフ数などの施設情報と施設ごとの施行

件数、症例ごとの治療内容、治療効果や、治療に要

したスタッフの労力などの実態についてアンケート

調査を施行した。 

「がん」等に罹患した際に提供された放射線治療

に対する現状調査に関しては患者の視点で標準的な

放射線治療の提供体制の均てん化状況、高度な先進

的放射線治療の需要、アクセス性の把握を目的とし

てがん治療の経験者を対象として無記名アンケート

調査を施行した。がん診療連携拠点病院の認知度、

放射線治療の提供に対する考え方、放射線治療に関

する情報源などにつき年齢、地域、性別との関連を

検討し、自由記載についてワードクラウドと共起ネ

ットワークの解析を施行した。 
 
C. 研究結果 

3回の zoomによる全体会議とメール会議を中心

に議論を進め、具体的な調査活動の準備を進めた。

既存のデータがすでにある検討項目では、解析と考

察作業を開始し、議論した。 

遠隔放射線治療計画についての実態調査アンケー

トは、国内の 487施設から回答が得られ、回答率は

58.4%であった。施設間の連携やテレワークなど何

らかの形で遠隔放射線治療計画を利用している施設

は回答施設の 10%（51施設）であった。今後、当該

技術を導入したいと回答した施設は 37%であった。 

緊急照射の実態調査アンケートについては、国内

の 834施設にアンケート調査を行い、111施設から

回答が得られ、症例数は 629例であった。私立病院

からセンター病院、大学病院まで施設形態を問わず

施行されていた。施設ごとの症例数は 1～49（中央

値 5）例、診断は脊髄圧迫が 374例で最多で以下脳

転移、上大静脈症候群、気道狭窄が続いていた。紹

介後治療までの時間は 20～600（中央値 240）分、

治療効果は症状軽減 344例、症状不変（進行なし）

205例、増悪 74例であった。 

 放射線治療現状調査患者アンケートについては全

研究要旨 
 
研究代表者の施設における個別の研究内容について報告する。 

① 遠隔放射線治療の提供体制：将来性は高いが、現状では利用施設は限られていて

理解度も低い。普及にはコスト的バックアップも必要。 

② 緊急照射の提供体制：脊髄圧迫を中心に、紹介時から平均 4時間で実施されてい

たが、診療報酬上の評価の検討が必要。 

③ 患者の視点での放射線治療提供体制アンケート：放射線治療に関する期待と現状

のギャップが示唆され、放射線治療についての情報の不足が示唆された。 
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国 638名から回答が得られた。がん診療連携拠点病

院の認知度は年齢・性別・地域が、放射線治療の提

供に対する考え方は年齢、地域が、放射線治療に関

する情報源については地域、性別がそれぞれ有意に

関連していた。放射線治療に期待すること、課題へ

の自由記載についてのワードクラウドでは「副作

用」、「期待」、「完治」、「再発防止」、「病院」、「機

器」、「必要」などがあり、共起ネットワークでは

「情報」、「説明関連」、「知る」、「もらう」、「施

設」、「地域」、「最新」、「機器」に関するワードが主

なものであった。 

 

D. 考察 

遠隔放射線治療については、その利用実態を初め

て明らかにしたが、国内のわずか 10%の施設でしか

利用されておらず、技術のさらなる周知の必要性が

示唆された。遠隔技術は働き方改革にも大きく寄与

する可能性があるため、今後適切な利用形態（モデ

ル）を示す必要があると考えられる。 

緊急放射線治療については、症例の多くに治療効

果（症状軽減、進行抑制）が認められており、

oncologic emergencyに対して緊急放射線治療を施

行することは臨床的に意義があると考えられた。本

来は oncologic emergencyの病態となる前に紹介さ

れることが望ましいが、現場では緊急放射線治療に

より利益を得られる患者がより多く存在し、更に緊

急放射線治療が必要とされている。より多くの施設

で適切に緊急放射線治療が提供されるためには体制

の整備や、治療の実施に対して診療報酬における評

価が必要であると考えられる。 

患者アンケートについてはがん診療連携拠点病院

の認知度、放射線治療の提供に対する考え方、放射

線治療に関する情報源のすべてについて「地域」が

有意に関連しており、標準的な放射線治療の提供体

制の均霑化、高度な先進的放射線治療の需要やアク

セス性については「地域」が重要なキーワードにな

ると考えられた。また、放射線治療への期待、課題

についての自由記述からは放射線治療に関する期待

と現状のギャップが示唆され、放射線治療について

の情報の不足が推測された。 

 

E. 結論 

遠隔放射線治療計画は、理解度は低く、十分に普

及していない。今後、その適切な普及と運用を目指

し、放射線治療の均霑化・質の向上・働き方改革を

実現に活かすべく、実現に向けての作業を進めてい

くため、研究を継続していく。 

緊急放射線治療については、実態よりも潜在的に

多くの症例があると推測され、より多くの施設で適

切に緊急放射線治療が提供されるためには体制の整

備や、治療の実施に対して診療報酬における評価が

必要であると考える。 

患者視点での放射線治療提供体制に関するアンケ

ートからは、まずは地域によらない放射線治療の均

てん化が求められており、放射線治療に関する期待

と現状のギャップと情報不足が明らかとなった。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得  

なし 
2. 実用新案登録  

なし 
3. その他  

なし 
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